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一関地区広域行政組合介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

平成29年３月31日 

一関地区広域行政組合告示第９号 

改正 令和元年６月５日 告示第33号 

令和元年９月20日 告示第45号 

令和３年３月31日 告示第11号 

令和４年４月１日 告示第20号 

（趣旨） 

第１ この告示は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第115条の

45第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の

実施に関し、法及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２ この告示における用語の意義は、この告示において定めるもののほか、法、省令、

介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成27年厚

生労働省告示第196号）及び地域支援事業実施要綱（平成18年６月９日老発第0609001号

厚生労働省老健局長通知）の例による。 

（実施主体） 

第３ 総合事業の実施主体は、一関地区広域行政組合（以下「組合」という。）とする。

ただし、組合を構成する市町（以下「構成市町」という。）に対して、その事業の一部

を委託することができる。 

（事業の目的） 

第４ 組合が行う総合事業は、次に掲げることを目的とする。 

⑴ 高齢者が要支援・要介護状態になることをできるだけ予防するとともに、高齢者自

身の力を活かした自立に向けた支援を行うこと。 

⑵ 高齢者が住み慣れた地域の中で、人とつながり、生き生きと暮らしていくことがで

きる、多様で柔軟な生活支援が受けられる地域づくりを行うこと。 

（事業の内容） 

第５ 管理者は、総合事業として、次に掲げる事業を行うものとし、事業内容及び事業体

制並びに事業の単価は、別表第１に定めるとおりとする。 

⑴ 要支援者等に対して必要な支援を行う法第115条の45第１項第１号に規定する第１

号事業（以下「介護予防・生活支援サービス事業」という。）のうち次に掲げる事業 
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ア 第１号訪問事業（訪問型サービスをいう。） 

イ 第１号通所事業（通所型サービスをいう。） 

ウ 第１号生活支援事業（その他生活支援サービスをいう。） 

エ 第１号介護予防支援事業（介護予防ケアマネジメントをいう。） 

⑵ 住民主体の介護予防活動の育成及び支援等を行う法第115条の45第１項第２号に規

定する事業（以下「一般介護予防事業」という。）として次に掲げる事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーショシ活動支援事業 

（事業の実施） 

第６ 管理者は、総合事業（介護予防ケアマネジメントを除く。）の実施について適切な

事業運営が確保できると認められる法人等を指定し、又は当該法人等に委託することが

できるものとする。 

２ 介護予防ケアマネジメントは、地域包括支援センター（高齢者総合相談センターを含

む。以下同じ。）が実施するものとする。ただし、管理者が必要と認めたときは、居宅

介護支援事業所に委託することができる。 

３ 第１項に規定する指定又は委託に関して必要な事項は、管理者が別に定める。 

（受託者の遵守事項） 

第７ 法第115条の47第４項に基づき総合事業を委託する場合は、受託者は、省令第140条

の69各号に掲げる基準を遵守しなければならない。 

（総合事業の対象者） 

第８ 介護予防・生活支援サービス事業の対象者は、次の各号のいずれかに該当する被保

険者（法第115条の45第１項に規定する被保険者をいう。以下同じ。）とする。 

⑴ 要支援者 

⑵ 省令第140条の62の４第２号に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する第１

号被保険者（以下「事業対象者」という。） 

２ 一般介護予防事業の対象者とは、全ての第１号被保険者及びその支援のための活動に

関わるものとする。 

（事業対象者の確認） 

第９ 介護予防・生活支援サービス事業の利用を希望する者は、基本チェックリスト及び

介護予防・日常生活支援総合事業対象者確認申請書（様式第１号）を一関市長又は平泉



3 

町長に提出しなければならない。 

２ 一関市長及び平泉町長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに申請者に対

して基本チェックリストによる審査を実施し、事業対象者に該当するかどうかの確認を

行うものとする。 

３ 一関市長及び平泉町長は、前項の基本チェックリストの確認結果について、介護予防・

生活支援サービス事業対象者結果通知書（様式第２号）により申請者に通知するものと

する。 

４ 基本チェックリストによる確認結果により事業対象者に該当した者が、介護予防ケア

マネジメントの利用を希望する場合は、介護予防ケアマネジメント依頼届出書（様式第

３号）を管理者に提出するものとする。 

５ 前項の規定は、介護予防ケアマネジメントの変更及び中止の場合に準用する。 

（被保険者証の交付） 

第10 管理者は、第９の規定の事業対象者に該当した者を受給者台帳に登録するとともに、

基本チェックリストの実施日等を当該事業対象者の介護保険被保険者証（以下「被保険

者証」という。）に記載し、被保険者証を交付するものとする。 

（負担割合証の交付） 

第11 管理者は、事業対象者に対して、省令第28条の２第１項に規定する介護保険負担割

合証（以下「負担割合証」という。）を、有効期限を定めて交付するものとする。 

２ 省令第28条の２第２項及び第４項から第６項までの規定は、前項の規定により同項の

負担割合証を交付された届出者のうち介護予防・生活支援サービス事業の対象者である

ものについて準用する。 

（利用の中止等） 

第12 管理者は、総合事業の利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該利用者

の利用を一時停止し、又は中止させることができる。 

⑴ 健康状態に変化がみられ、総合事業を利用することが適切でないと認められたとき。 

⑵ 利用者の主治医から総合事業の利用の一時停止又は中止の指導を受けたとき。 

⑶ その他総合事業の利用を継続することができないと認められたとき。 

（介護予防・生活支援サービス事業に要する費用の額） 

第13 介護予防・生活支援サービス事業（指定事業者（法第115条の45の３第１項に規定す

る指定事業者をいう。以下同じ。）が実施するものに限る。次項及び第14において同じ。）

に要する費用の額は、別表第１及び別表第２の規定により算定した単位数を合計したも

のに次の各号に掲げるサービスの区分に応じ、当該各号に定める額を乗じて得た額とす

る。 
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⑴ 訪問型サービス 10円に厚生労働大臣が定める単位の単価（平成27年厚生労働省告

示第93号。次号において「告示単価」という。）に定める組合の地域区分における介

護予防訪問介護の割合を乗じて得た額 

⑵ 通所型サービス 10円に告示単価に定める組合の地域区分における介護予防通所の

割合を乗じて得た額 

２ 前項の規定により介護予防・生活支援サービス事業に要する費用額を算定した場合に

おいて、その額に１円未満の端数があるときは切り捨てるものとする。 

（総合事業に係る支給費）. 

第14 管理者は、第８に掲げる要支援者及び事業対象者が、介護予防・生活支援サービス

事業のうち、訪問介護相当サービス、訪問型サービスＡ、通所介護相当サービス及び通

所型サービスＡを利用したときは、第13に定める費用の額の100分の90（法第59条の２に

規定する政令で定める額以上の所得がある者にあっては、100分の80）に相当する額を支

給するものとする。 

（利用者の負担額） 

第15 総合事業の利用者負担額は、別表第２に定める利用者負担額の割合により算出する

ものとする。 

２ 総合事業の実施に当たり、食事代その他実費が生じたときは、当該費用は利用者の負

担とする。 

３ 第１項の規定による利用者負担額は、総合事業を実施する者がこれを徴収する。 

 （総合事業に係る支給費の額の特例） 

第16 管理者は、介護予防・生活支援サービス事業費のうち訪問介護相当サービス及び通

所介護相当サービス（以下「相当サービス」と総称する。）について、利用者が省令第

97条第１項に定める事情その他管理者が第15に規定する利用者負担額を負担することが

困難であると管理者が認めた者にあっては、総合事業に係る支給費の額を増額して支給

することができる。 

２ 前項に規定する増額の支給は、次に掲げるところによる。 

⑴ 省令第83条第１項第１号又は第97条第１項第１号に該当する場合であって、要介護

被保険者若しくは要支援被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者

（以下「要介護被保険者又は世帯主等の者」という。）が自ら居住する住宅（借家を

除く。）につき災害により受けた損害の程度がその住宅の価格の10分の２以上で、か

つ、要介護被保険者又は世帯主等の者のそれぞれ前年中の地方税法（昭和25年法律第

226号）第292条第１項第13号に規定する合計所得金額（当該合計所得金額に所得税法

(昭和40年法律第33号)第28条第１項に規定する給与所得又は同法第35条第３項に規定
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する公的年金等に係る所得が含まれている場合には、当該給与所得及び当該公的年金

等に係る所得の合計額については、同法第28条第２項の規定によって計算した金額及

び同法第35条第２項第１号の規定によって計算した金額の合計額から10万円を控除し

て得た額(当該額が０を下回る場合には、０とする。)によるものとし、租税特別措置

法(昭和32年法律第26号)第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の

２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項

又は第36条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から特別控除額を控除し

て得た額とし、当該合計所得金額が０を下回る場合には、０とする。）、同法附則第

35条の２第５項に規定する株式等に係る譲渡所得等の金額又は同法附則第35条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額の合算額（以下「合算合計所得金額等」

という。）が1,000万円以下である場合は、次表の損害の割合及び合算合計所得金額等

の区分に応じ、同表に掲げる割合とする。 

合算合計所得金額等

損害の割合 

500万円以下

の場合 

500万円を超え

750万円以下の

場合 

750万円を超え

1,000万円以下

の場合 

10分の２以上 

10分の５未満 
100分の97 100分の95 100分の93 

10分の５以上 100分の100 100分の97 100分の95 

⑵ 省令第83条第１項第２号若しくは第３号又は第97条第１項第２号若しくは第３号の

いずれかの規定に該当する場合であって、要介護被保険者又は世帯主等の者の見積所

得金額（当該事情が生じた日が属する月から12月の間の見積額とし、算定は合算合計

所得金額等に同じ。）が前年中の合算合計所得金額等の２分の１以下に減少し、かつ、

前年中の合算合計所得金額等が600万円以下である場合は、次表の損害の割合及び合

算合計所得金額等の区分に応じ、同表に掲げる割合とする。 

合算合計所得金額等

損害の割合 

250 万円以下の場合 
250 万円を超え 

600 万円以下の場合 

10 分の５以上 

10 分の７未満 
100 分の 97 100 分の 95 

10 分の７以上 100 分の 100 100 分の 97 

⑶ 省令第83条第１項第４号又は第97条第１項第４号のいずれかに該当する場合であっ

て、要介護被保険者又は世帯主等の者の収入が災害により当該年中に収穫すべき農作



6 

物について生じた減収による損失額の合計額（当該年中に収穫すべき農作物の減収価

格から農業災害補償法によって支払われるべき農作物共済金額を控除した金額）が、

平年における当該農作物による収入額の10分の３以上であり、かつ、前年中の合算合

計所得金額等が1,000万円以下（当該合算合計所得金額等のうち農業所得以外の所得

が400万円を超える者を除く。）である場合は、次表の損害の割合及び合算合計所得金

額等の区分に応じ、同表に掲げる割合とする。 

合算合計所得金額等

損害の割合 

500万円以下

の場合 

500万円を超

え750万円以

下の場合 

750万円を超

え1,000万円

以下の場合 

10 分の３以上 

10 分の５未満 
100 分の 95 100 分の 93 － 

10 分の５以上 

10 分の７未満 
100 分の 97 100 分の 95 100 分の 93 

10 分の７以上 100 分の 100 100 分の 97 100 分の 95 

（支給限度額） 

第17 要支援者及び事業対象者が事業を利用する場合の支給限度額は、法第55条第１項の

規定により算定した額とする。 

２ 要支援者及び事業対象者が事業を利用する場合の支給限度額は、居宅介護サービス費

等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準額（平成12年厚生省

告示第33号）第２号イに規定する単位数により算定した額とする。ただし、管理者が必

要と認めた場合は、同基準額第２号ロに規定する単位数により算定した額とすることが

できる。 

（高額介護予防サービス費相当事業） 

第18 管理者は、総合事業によるサービス利用に係る利用者負担による家計に与える影響

を考慮し、法第61条に規定する高額介護予防サービス費の支給に相当する事業（以下「高

額介護予防サービス費相当事業」という。）を実施するものとする。 

２ 前項の支給額の算定は、要支援者及び事業対象者が受けた総合事業に係る利用者負担

額及び当該被保険者と同一世帯に属する者の総合事業以外の法に基づく保険給付に係る

利用者負担額の１月の合計額が、介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」

という。）第29条の２の２に規定する上限額を超えるときは、法第51条又は第61条に規

定する高額介護サービス費の額を算定した後に、高額介護予防サービス費相当事業の支

給額を算定する方法により行うものとする。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当事業） 
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第19 管理者は、総合事業によるサービス利用に係る利用者負担額及び医療保険給付に係

る自己負担額の家計に与える影響を考慮し、法第61条の２に規定する高額医療合算介護

予防サービス費の支給に相当する事業（以下「高額医療合算介護予防サービス費相当事

業」という。）を実施するものとする。 

２ 前項の支給額の算定は、要支援者及び事業対象者が受けた総合事業に係る利用者負担

額、当該被保険者と同一世帯に属する者の総合事業以外の法に基づく保険給付に係る自

己負担額及び医療保険給付に係る自己負担額の１年間の合計額が、令第29条の３に規定

する上限額を超えるときは、法第51条の２に規定する高額医療合算介護サービス費又は

法第61条の２に規定する高額医療合算介護予防サービス費の額を算定した後に、高額医

療合算介護予防サービス費相当事業の支給額を算定する方法により行うものとする。 

 （介護保険料滞納者に係る支払方法の変更） 

第20 管理者は、介護保険料（以下「保険料」という。）を滞納している第１号被保険者

である介護予防・生活支援サービス事業の利用者（以下「滞納者」という。）が、当該

保険料の納付期限から１年が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合において

は、当該保険料の滞納につき令第30条に規定する災害その他の特別の事情（以下「特別

の事情」という。）があると認められる場合を除き、法第115条の45の３第３項の規定を

適用しないことができる。 

 （総合事業に係る支給費の支払の一時差止め） 

第21 管理者は、総合事業に係る支給費の支払を受ける事業対象者が保険料の納付をしな

い場合において、保険料の納付期限から１年６月が経過するまでの間に、未納となって

いる当該保険料を納付しないときは、当該総合事業に係る支給費の全部又は一部の支払

いを一時差し止めることができる。ただし、特別な事情があると認める場合を除くもの

とする。 

 （総合事業に係る支給費の支給制限） 

第22 管理者は、総合事業に係る支給費の支給を受ける第１号被保険者について保険料徴

収権消滅期間があるときは、法第69条の例により、当該総合事業に係る支給費の額を減

額することができる。 

２ 前項の規定による総合事業に係る支給費の額の減額について、当該支給費の減額期間

が経過するまでの間に利用した第14の規定の適用については、条文中「100分の90」とあ

るのは、「100分の70」とする。 

（訪問型サービス事業等の実施） 

第23 第１号訪問事業、第１号通所事業（指定事業者による実施するサービスを除く。）

及び第１号生活支援サービス事業については、構成市町においてそれぞれの事業の実施
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要綱等に定めるところにより実施するものとする。 

（一般介護予防事業の実施） 

第24 一般介護予防事業については、構成市町においてそれぞれの事業の実施要綱等に定

めるところにより実施するものとする。 

２ 一般介護予防事業の実施に当たって、構成市町は、総合事業に関する理解を深め、構

成市町の各日常生活圏域における介護予防・生活支援サービス事業の実施状況並びに介

護予防及び生活支援に資する活動がどのように実施されているか等、適宜その把握に努

め、事業を実施するとともに、地域において育成したボランティア又は地域活動組織を

事業対象者とならなくなった第１号被保険者の支援のために積極的に活用するなど、介

護予防・生活支援サービス事業との連携に努めることとする。 

（指定事業者の指定） 

第25 法第115条の45の３第１項に規定する指定事業者（以下「指定事業者」という。）の

指定は、次に掲げるサービスに応じて、それぞれ次に掲げる者からの申請により行う。 

⑴ 第５第１項第１号アに規定する第１号訪問事業のうち、指定事業者により実施する

旧介護予防訪問介護に相当するサービス（以下「訪問介護相当サービス」という。）

及び旧介護予防訪問介護に係る基準よりも緩和した基準によるサービス（以下「訪問

型サービスＡ」という。） 平成27年４月１日から平成29年３月31日までの間に旧介

護予防訪問介護に係る事業者の指定を受けた者又は平成29年４月以降に訪問介護に係

る事業者の指定を受けた者若しくは受けようとする者 

⑵ 第５第１項第１号イに規定する第１号通所事業のうち、指定事業者により実施する

旧介護予防通所介護に相当するサービス（以下「通所介護相当サービス」という。）

及び旧介護予防通所介護に係る基準よりも緩和した基準によるサ－ビス（以下「通所

型サービスＡ」という。） 平成27年４月１日から平成29年３月31日までの間に旧介

護予防通所介護に係る事業者の指定を受けた者、平成29年４月以降に通所介護に係る

事業者の指定を受けた者若しくは受けようとする者又は平成28年４月以降に地域密着

型通所介護に係る事業者の指定を受けた者若しくは受けようとする者 

（指定事業者の指定の更新） 

第26 指定事業者の指定の更新は、次に掲げるサービスに応じて、それぞれ次に掲げる者

からの申請により行う。 

⑴ 訪問介護相当サービス及び訪問型サービスＡ 地域における医療及び介護の総合的

な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）附則

第13条の規定により指定事業者の指定を受けたものとみなされた者（以下「みなし指

定事業者」という。）及び第25第１号の規定による指定事業者（訪問介護に係る事業
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者の指定を受けた者又は受けようとする者に限る。） 

⑵ 通所介護相当サービス及び通所型サービスＡ みなし指定事業者及び第25第２号の

規定による指定事業者（通所介護に係る事業者の指定を受けた者又は受けようとする

者に限る。） 

（指定事業者の事業の基準） 

第27 指定事業者は、次に掲げるサービスに応じて、それぞれ次に掲げる基準に従い事業

を行うものとする。 

⑴ 訪問介護相当サービス 省令第140条の63の６第１号イに規定する基準（旧介護予

防訪問介護に係るものに限る。） 

⑵ 訪問型サービスＡ 組合介護予防・日常生活支援総合事業に係る訪問型サービスＡ

の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱（平成29年一関地区広域行政組合告

示第 号）に規定する基準 

⑶ 通所介護相当サービス 省令第140条の63の６第１号イに規定する基準（旧介護予

防通所介護に係るものに限る。） 

⑷ 通所型サービスＡ 組合介護予防・日常生活支援総合事業に係る通所型サービスＡ

の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱（平成29年一関地区広域行政組合告

示第 号）に規定する基準 

（指定事業者の指定の有効期間） 

第28 法第115条の45の６第２項に規定する有効期間は、次の各号に掲げる区分に応じて、

当該各号に掲げる期間とする。 

⑴ 平成27年４月１日から平成29年３月31日までの間に旧介護予防訪問介護及び介護予

防通所介護に係る事業所の指定を受けた者の指定 指定事業者の指定を受けた日から

平成30年３月31日までの期間 

⑵ 平成29年４月以降に訪問介護に係る事業者の指定 指定の更新を受けた者の指定事

業者の指定又は指定の更新を受けた日から当該訪問介護に係る指定の有効期間の満了

の日までの期間 

⑶ 平成29年４月以降に通所介護、地域密着型通所介護に係る事業者の指定又は指定の

更新を受けた者の指定 指定事業者の指定、指定の更新を受けた日から当該通所介護

又は地域密着型通所介護に係る指定の有効期間の満了の日までの期間 

（指導及び監査） 

第29 管理者は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、総合事業を実施する者に対して、

指導及び監査を行うものとする。 

（補則） 



10 

第30 この告示に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、管理者が別に

定める。 

２ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律附則第13条に規定する法第115条の45の３の指定を受けたものとみなされたもの

が、当該みなされた期間の間に同一の場所で、介護予防訪問介護相当サービスの指定を

受けたとみなされたものにあっては訪問型サービスＡの、介護予防通所介護相当サービ

スの指定を受けたとみなされたものにあっては通所型サービスＡの指定を受けた場合に

おける指定の有効期間は、第28条第１項第３号の規定にかかわらず、当該指定を受けた

日から令和５年３月31日までとする。 

   制定文（抄）（平成29年３月31日告示第９号） 

平成29年４月１日から施行する。 

   改正文（抄）（令和元年６月５日告示第33号） 

令和元年６月５日から施行する。 

   改正文（抄）（令和元年９月20日告示第45号） 

 令和元年10月１日以後に行うサービスから適用する。 

   改正文（抄）（令和３年３月31日告示第11号） 

 令和３年４月１日から施行する。 

   改正文（抄）（令和４年４月１日告示第20号） 

 令和４年４月１日から施行する。 
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別表第１（第５、第13関係） 

介護予防・生活支援サービス事業 

事業名 事業内容及び実施体制 事業の単価 

第
１
号
訪
問
事
業
（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
）

訪問介護相当

サービス 

旧介護予防訪問介護に相当する訪

問型サービス。事業所指定により実

施 

告示単価と同額。月額の包

括報酬と利用１回ごとの

単価 

備考第１のとおり 

訪問型サービ

スＡ（訪問Ａ）

要支援者等の居宅において、介護予

防を目的とした、主に雇用されてい

る労働者により提供される、１日介

護予防訪問介護に係る基準よりも

緩和した基準による生活支援を中

心としたサービス（身体介護は含ま

ない）。事業所指定により実施 

備考第１の２のとおり 

訪問型サービ

スＢ（訪問Ｂ）

要支援者等の居宅において、介護予

防を目的として、主に住民主体等に

よる軽度な生活援助を１時間程度

実施するサービス。補助により実施

構成市町が別に定める。 

訪問型サービ

スＣ（訪問Ｃ）

専門職が自宅を訪問し、生活機能を

改善するためのプログラムを提供

するサービス。委託により実施 

構成市町が別に定める。 

訪問型サービ

スＤ（訪問Ｄ）

通所型サービス等の送迎を別の団

体が行う移動支援のサービスや、通

院時等の送迎前後の付き添いサー

ビス。補助により実施 

構成市町が別に定める。 

第
１
号
通
所
事
業
（
通
所
型

通所介護相当

サービス 

旧介護予防通所介護に相当する通

所型サービス。事業所指定により実

施 

告示単価と同額。月額の包

括報酬と利用1回ごとの単

価 

備考第２の１のとおり 

通所型サービ

スＡ（通所Ａ）

高齢者の閉じこもり予防や自立支

援に資する通所事業で、主に雇用さ

れている労働者により提供される、

備考第２の２のとおり 
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旧介護予防通所介護に係る基準よ

りも緩和した基準によるサービス。

事業所指定により実施 

通所型サービ

スＢ（通所Ｂ）

住民等のボランティア主体により

提供される、要支援者等を中心とし

た介護予防に資する自主的な通い

の場を提供するサービス。補助によ

り実施 

構成市町が別に定める。 

通所型サービ

スＣ（通所Ｃ）

専門職による生活機能を改善する

ためのプログラムを提供するサー

ビス。委託により実施 

構成市町が別に定める。 

第 
１ 
号 
生 
活 
支 
援 
事 
業 

その他生活支
援サービス 

訪問型サービス、通所型サービスに

準じる自立支援に資する生活支援 

構成市町が別に定める。 

第 
１ 
号 
介 
護 
予 
防 
支 
援 
事 
業 

介護予防ケア

マネジメント 

利用対象者に対し、介護予防及び生

活支援を目的として、心身の状況、

置かれているその他の状況に応じ

た選択に基づき、適切な事業が包括

的かつ効率的に提供されるよう、専

門的な視点から必要な援助を実施。

組合では介護予防ケアマネジメン

ト類型として介護予防ケアマネジ

メントＡ（介護予防支援に相当する

原則的な介護予防ケアマネジメン

トをいう。）及びＣ（初回のみの介

護予防ケアマネジメントであって、

基本的に、住民主体のサービス利用

又は地域の予防活動その他の活動

への参加の開始時において必要と

現行の介護予防支援相当

については、国の単価と同

額 

ケアマネジメントＡは、現

行の介護予防支援相当と

同額とする。 

※参考 

基本報酬 4,380円 

初回加算 3,000円 

委託連携加算 3,000円 

※ケアマネジメントＣは、

基本的にサービス利用開

始時のみ行うケアマネジ

メント 
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認められるときに行われるものを

いう。）を実施。いずれも地域包括

支援センターが実施するがケアマ

ネジメントＡについてはその一部

を居宅介護支援事業所への委託に

より実施することが可能。ケアマネ

ジメントＣについては地域包括支

援センターのみで実施する。 

基本報酬 3,000円 

そ 

の 

他 

事 

業 

高額介護予防

サービス費相

当事業 

法第61条に規定する高額介護予防

サービス事業に相当する事業 

告示単価と同額 

高額医療合算

介護予防サー

ビス費相当事

業 

法第61条の２に規定する高額医療

合算介護予防サービス事業に相当

する事業 

告示単価と同額 

一般介護予防事業 

事業名 事業の内容及び実施体制 事業の単価 

介護予防把握事業 構成市町が別に定める。 構成市町が別に定める。 

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動事業 

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活

動支援事業 

備考第１ 

１ 訪問介護相当サービス費 

組合管内の訪問介護相当サービス費は、それぞれ次に掲げる費用を算定するものとす

る。なお、当該費用の算定に当たっては、次に掲げるほかは、指定介護予防サービスに

要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第127号）及び指定介護予

防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい

て（平成18年3月17日老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号、厚

生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知）に準ずるものとする。 

⑴ 基本部分 
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サービス名称 単位数 対象者 サービスの内容 

ア 訪問型サービス費Ⅰ 1,176 事業対象者 

要支援１・２ 

１月につき週１回程度

の訪問 訪問型サービス費Ⅰ 

（日割） 
39

イ 訪問型サービス費Ⅱ 2,349 事業対象者 

要支援１・２ 

１月につき週２回程度

の訪問 訪問型サービス費Ⅱ 

（日割） 
77

ウ 訪問型サービス費Ⅲ 3,727 要支援２ １月につき週２回を超

える程度の訪問 訪問型サービス費Ⅲ 

（日割） 
123

注１ アからウまでについて、事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の

利用者20人以上にサービスを行う場合は、所定単位数に90/100を乗じる。 

注２ アからウまでについて、特別地域加算を算定する場合は、１月につき所定単位

数の15/100に相当する単位数を加算する。 

注３ アからウまでについて、中山間地域等における小規模事業所加算を算定する場

合は、１月につき所定単位数の10/100に相当する単位数を加算する。 

注４ アからウまでについて、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算を算

定する場合は、１月につき所定単位数の５/100に相当する単位数を加算する。 

⑵ 加算 

サービス名称 単位数等 

エ 初回加算 200単位／月

オ 生活機能向上連携加算 生活機能向上連携加算

（Ⅰ） 
100単位／月

生活機能向上連携加算

（Ⅱ） 
200単位／月

カ 介護職員処遇改善加算 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）＋所定単位×137／1,000

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）＋所定単位×100／1,000

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）＋所定単位×55／1,000

キ 介護職員等特定処遇改善加

算 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）＋所定単位×63

／1,000 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）＋所定単位×42

／1,000 
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ク 介護職員等ベースアップ等

支援加算 

所定単位×24／1,000 

注５ カ及びクについて、所定単位はアからウまでにより算定した単位数の合計とする。

なお、クについては、令和４年10月1日から算定可能とする。 

注６ カの介護職員処遇改善加算及びキの介護職員等特定処遇改善加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目である。 

注７ キの算定に当たっては、カの介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれ

かを算定していることを要件とする。また、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）の算定

に当たっては、対象事業所が、併設の指定訪問介護事業所において特定事業所加算（Ⅰ）

又は（Ⅱ）を算定していることを要件とする。 

２ 訪問型サービスＡ費 （１月につき）  

利用者に対して、指定訪問型サービスＡ事業所の従事者（訪問基準要綱第44条第１項

に規定する従事者をいう。以下同じ。）が、訪問型サービスＡを行った場合に、次に掲

げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。 

⑴ 基本部分 

サービス名称 単位数 対象者 サービスの内容 

ア 訪問型サービスＡ費 

（Ⅰ） 
823

事業対象者 

要支援１・２ 

１月につき週１回程度の

訪問 

訪問型サービスＡ費（Ⅰ）

日割 
27

イ 訪問型サービスＡ費 

（Ⅱ） 
1,644

事業対象者 

要支援１・２ 

１月につき週２回程度の

訪問 

訪問型サービスＡ費（Ⅱ）

日割 
54

ウ 訪問型サービスＡ費 

（Ⅲ） 
2,609

要支援２ １月につき週３回以上の

訪問 

訪問型サービスＡ費（Ⅲ）

日割 
86

⑵ 加算 

次に該当する場合は、２⑴のア～ウのそれぞれに加算する。 

サービス名称 単位数等 

エ 同行加算 利用初回月にサービス提 １回目 200単位／月
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供責任者が同行し指導し

た場合 
２回目 50単位／月

オ 専門職配置加算 介護職員総

数のうち、

介護福祉士

の占める割

合が30％以

上の場合 

（Ⅰ）92単位／月  上記アへ加算 

（Ⅱ）162単位／月 上記イへ加算 

（Ⅲ）244単位／月 上記ウへ加算 

備考第２ 

１ 通所介護相当サービス費 

組合管内の通所介護相当サービス費は、それぞれ次に掲げる費用を算定するものとす

る。なお、当該費用の算定に当たっては、次に掲げるほかは、指定介護予防サービスに

要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第127号）及び指定介護予

防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい

て（平成18年3月17日老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号、厚

生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知）に準ずるものとする。 

⑴ 基本部分 

サービス名称 単位数 対象者 サービスの内容 

ア 通所型サービス費１
1,672

事業対象者 

要支援１ 

１月につき週１回程度の通

所 

通所型サービス費１

（日割） 
55

イ 通所型サービス費２
3,428

要支援２ １月につき週２回程度の通

所 

通所型サービス費２

（日割） 
113

注１ ア及びイについて、利用者の数が利用定員を超える場合は、所定単位数に70／

100を乗じる。 

注２ ア及びイについて、看護・介護職員の員数が基準に満たない場合は、所定単位数

に70／100を乗じる。 

注３ ア及びイまでについて、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算を算

定する場合は、１月につき所定単位数の５/100に相当する単位数を加算する。 
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⑵ 加算 

次に該当する場合は、２⑴ア又はイのそれぞれに加算する。 

サービス名称 単位数等 

ウ 生活機能向上グループ

活動加算 
100単位／月

エ 運動器機能向上加算 225単位／月

オ 若年性認知症利用者受

入加算 
 240単位／月

カ 栄養アセスメント加算  50単位／月

キ 栄養改善加算 200単位／月

ク 口腔機能向上加算 口腔機能向上加算（Ⅰ） 150単位／月

口腔機能向上加算（Ⅱ） 160単位／月

ケ 選択的サービス複数実

施加算 

選択的サービ

ス複数実施加

算（Ⅰ） 

運動器機能向上及

び栄養改善  
480単位／月

運動器機能向上及

び口腔機能向上 
480単位／月

栄養改善及び口腔

機能向上 
480単位／月

選択的サービ

ス複数実施加

算（Ⅱ） 

運動器機能向上、

栄養改善及び口腔

機能向上 

700単位／月

コ 事業所評価加算 120単位／月

サ サービス提供体制強化

加算 

サービス提供

体制強化加算

（Ⅰ） 

事業対象者 

要支援１ 
88単位／月

要支援２ 176単位／月

サービス提供

体制強化加算

（Ⅱ） 

事業対象者 

要支援１ 
72単位／月

要支援２ 144単位／月

サービス提供

体制強化加算

（Ⅲ） 

事業対象者 

要支援１ 
24単位／月

要支援２ 48単位／月

シ 生活機能向上連携加算 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100単位／月
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生活機能向上連携加算（Ⅱ） 

ただし、運動器機能向上加算を算定

している場合は100単位／月とする。

200単位／月

ス 口腔・栄養スクリーニ

ング加算 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 20単位／回

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） ５単位／回

セ 科学的介護推進体制加

算 

40単位／月

ソ 介護職員処遇改善加算 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）＋所定単位×59／1,000 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）＋所定単位×43／1,000 

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）＋所定単位×23／1,000 

タ 介護職員等特定処遇改

善加算 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）＋所定単位×12／

1,000 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）＋所定単位×10／

1,000 

チ 介護職員等ベースアッ

プ等支援加算 

所定単位×11／1,000 

注３ ソ及びチについて、所定単位はア及びイにより算定した単位数の合計とする。な

お、チについては、令和４年10月１日から算定可能とする。 

注４ サのサービス提供体制強化加算、ソの介護職員処遇改善加算及びタの介護職員等

特定処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目である。 

注５ スの口腔・栄養スクリーニング加算は、６月に１回を限度とする。 

注６ タの算定に当たっては、ソの介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいず

れかを算定していることを要件とする。また、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）の

算定に当たっては、サのサービス提供体制強化加算（Ⅰ）を算定していることを要件

とする。 

⑶ 減算 

ア及びイについて、事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用する者に

通所型サービスを行う場合は、それぞれ次のとおり減算する。 

サービス名称 単位数等 

同一建物減算 通所型サービス１同一建物減算 376単位／月

通所型サービス２同一建物減算 752単位／月
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２ 通所型サービスＡ費  

  通所基準要綱第44条の基準に適合しているものとして管理者に届け出た指定通所型サ

ービスＡ事業所（同項に規定する指定通所型サービスＡ事業所を言う。以下同じ。）に

おいて、通所型サービスＡを行った場合に、利用者の数又は従事者の員数が、通所介護

費等算定方法第15号に規定する基準に該当する場合は、同号の規定の例により算定する。

この場合において、同号中「介護職員」とあるのは「従事者」と読み替えるものとする。 

⑴ 基本部分 

サービス名称 対象者 単位数 

ア 通所型サービスＡ費 

（Ⅰ） 

事業対象者 

要支援１ 
1,212単位／月

通所型サービスＡ費 

（Ⅰ）日割 
40単位／日

イ 通所型サービスＡ費 

（Ⅱ） 

要支援２ 
2,425単位／月

通所型サービスＡ費 

（Ⅱ）日割 
80単位／日

⑵ 加算 

次に該当する場合は、２⑴のア又はイのそれぞれに加算する。 

サービス名称 単位数等 

ウ 送迎加算 送迎が必要であると認

められる利用者に対し

して送迎を行った場合 

事業対象者 

要支援１ 
200単位／月

要支援２ 400単位／月

エ 入浴介助加算 入浴介助が必要である

と認められる利用者に

対して入浴介助を行っ

た場合 

事業対象者 

要支援１ 
200単位／月

要支援２ 400単位／月

オ 専門職配置加算 介護職員総数のうち、介

護福祉士の占める割合

が40％以上の場合 

事業対象者 

要支援１ 
48単位／月

要支援２ 96単位／月
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別表第２（第13、第15関係） 

介護予防・生活支援サービス事業 

事業名 利用者負担 

訪問介護相当サービス １割とする。ただし、一定以上所得者（法第59条

の２に規定する政令で定める額以上の所得を有

する者）にあっては２割とし、法第69条第１項の

規定に該当する場合にあっては３割とする。 

通所介護相当サービス 

訪問型サービスＡ（訪問Ａ） 

通所型サービスＡ（通所Ａ） 

訪問型サービスＢ（訪問Ｂ） 構成市町が定める。 

通所型サービスＢ（通所Ｂ） 

訪問型サービスＣ（訪問Ｃ） 

通所型サービスＣ（通所Ｃ） 

訪問型サービスＤ（訪問Ｄ） 

その他生活支援サービス 

一般介護予防事業 

事業名 利用者負担 

介護予防普及啓発事業 無料。ただし、食材料費等は実費負担。 

地域介護予防活動支援事業 
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様式第１号（第９関係） 

 年  月  日

長 様

介護予防・日常生活支援総合事業対象者確認申請書

介護予防・日常生活支援総合事業対象者についての認定を受けたいので、一関地区広域行政組合介護

予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱第９第１項の規定により、次のとおり申請します。

被

保

険

者

被保険

者番号

個人

番号

ﾌﾘｶﾞﾅ 生年

月日

年  月  日生

氏名

性別 男  ・   女

住所 郵便番号（   －    ）

現在の

認定等

（該当者のみ）

状態区分  要支援１・要支援２・その他（    ）

有効期間     年  月  日から   年  月  日

申

請

者

ﾌﾘｶﾞﾅ 本人と

の関係

電話

番号氏名

提

出

代

行

者

名称

               電話番号

住所 郵便番号（   －    ）

介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の利用に係るケアプランの作成等、

総合事業の適切な運営のために必要があるときは、基本チェックリストの記載内容及び利用者負担割合

について、高齢者総合相談センター（地域包括支援センター）等の関係機関へ情報提供することに同意

いたします。

年  月  日

本人氏名               

〈事務処理欄〉

添付文書  基本チェックリスト 
申請受付日 被保険者証発送日 

受付場所（氏名） 被保険者証回収 

回収 紛失 未回収

備考 



22 

様式第２号（第９関係）

 年  月  日

          様 

                        長 

介護予防・生活支援サービス事業対象者結果通知書 

被保険者番号  被保険者氏名

実施結果 介護予防・生活支援サービス事業対象者 

実施年月日   年  月  日 

証明書の有効期限   年  月  日 から    年  月  日 

  ・証明書の有効期限内であっても、心身の状態の変化等があるときは要介護認定申請 

をすることができます。 

＜問い合わせ先＞ 

所 在 地  （郵便番号） 

      （所在地） 

      （担当課） 

電話番号   

資格証明書 №  

備考  「 受付番号 」の欄は、記載しないでください。 
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様式第３号（第９関係） 

介護予防ケアマネジメント依頼（変更・中止）届出書 
区  分 

新規 ・ 変更 

被 保 険 者 氏 名 被 保 険 者 番 号 

フリガナ 

個 人 番 号 

生 年 月 日 性 別 

   年    月   日 男 ・ 女

介護予防ケアマネジメントを依頼（変更・中止）する地域包括支援センター

地域包括支援センター名  地域包括支援センターの所在地  

電話番号    (   )

介護予防ケアマネジメントを受託する居宅介護支援事業所 
※居宅介護支援事業所が介護予防ケアマネジメントを受託する場合のみ記入してください。 

居宅介護支援事業所名  居宅介護支援事業所の所在地  

電話番号    (   )

事業所を変更する場合の理由等 ※変更する場合のみ記入してください。 

                       変更年月日 

（    年   月   日付）

従前の介護予防サービス計画作成等依頼中止年月日 ※ 要支援者から事業対象者となった場合に記入 

介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼中止年月日（   年  月  日付） 

一関地区広域行政組合管理者 様 

  上記の地域包括支援センターに介護予防ケアマネジメントを依頼することを届け出ます。 

     年   月   日 

被保険者   住 所 

氏 名                  電話番号   (   ) 

保険者確認欄
□ 被保険者資格   □ 届出の重複   □ 地域包括支援センター番号  

１ この届出書は、介護予防ケアマネジメントを依頼する事業所等が決まり次第、速やかに一関地区広域行政組

合又は一関市若しくは平泉町へ提出してください。 

２ 介護予防ケアマネジメントを依頼する地域包括支援センター又は介護予防ケアマネジメントを受託する居

宅介護支援事業所を変更するときは、変更年月日を記入の上、必ず一関地区広域行政組合又は一関市若しくは

平泉町へ提出してください。届出書の提出がない場合、サービスに係る費用を一旦、全額負担していただくこ

とがあります。 

３ 住所地特例の対象施設に入居中の場合は、その施設の住所地の市町村の窓口へ提出してください。


